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　理
事
会
・
評
議
員
会
が
協
働
し
や

す
い
体
制
づ
く
り
と
、
組
織
改
革
を
。 
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図
表
8
】
に
ま
と
め
た
よ
う

に
、
改
正
後
は
、
解
散
、
合
併
、
そ
し

て
重
要
な
寄
附
行
為
変
更
に
関
し
て
、

理
事
会
と
評
議
員
会
の
決
議
が
そ
ろ
わ

な
け
れ
ば
、
学
校
法
人
の
意
思
決
定
と

し
て
は
否
決
に
な
る
。
そ
の
た
め
、
改

革
の
ス
ピ
ー
ド
が
鈍
る
の
で
は
な
い
か

と
い
う
懸
念
の
声
も
あ
る
よ
う
だ
。

　「こ
れ
は
権
限
強
化
と
い
う
よ
り
、

こ
れ
ま
で
立
ち
位
置
が
曖
昧
だ
っ
た
評

議
員
会
の
あ
り
方
を
明
確
に
し
た
だ

け
」
と
話
す
の
は
、
追
手
門
学
院
大
学

だ
。「
通
常
の
執
行
は
理
事
会
が
行
い
、

重
要
施
策
に
つ
い
て
は
評
議
員
会
に
諮

る
。
多
様
な
評
議
員
に
十
分
な
情
報
を

共
有
し
、
説
明
責
任
を
果
た
さ
な
け
れ

ば
い
け
な
い
点
は
こ
れ
ま
で
と
変
わ
り

な
い
。
多
様
な
知
見
を
有
す
る
評
議
員

の
存
在
に
よ
り
、
こ
れ
ま
で
私
学
が
持

た
な
か
っ
た
考
え
方
を
経
営
に
生
か
す

こ
と
が
で
き
る
」。

　京
都
橘
大
学
は
、「
意
思
決
定
や
改

革
の
ス
ピ
ー
ド
は
、
改
正
私
学
法
以
前

に
、
組
織
の
問
題
で
は
な
い
か
」
と
指

摘
す
る
。
環
境
変
化
や
課
題
の
認
識
↓

対
策
検
討
↓
意
思
決
定
↓
実
行
ま
で
の

流
れ
を
迅
速
に
行
う
た
め
、
ガ
バ
ナ
ン

ス
事
務
室
を
設
置
す
る
な
ど
し
て
優
先

順
位
を
つ
け
て
問
題
に
対
処
し
や
す
い

組
織
に
す
る
、
組
織
階
層
や
会
議
体
を

減
ら
し
て
素
早
く
意
思
決
定
し
や
す
く

す
る
、
あ
る
い
は
研
修
な
ど
を
通
じ
て

組
織
風
土
を
変
え
個
々
人
の
マ
イ
ン
ド

セ
ッ
ト
を
す
る
な
ど
、
方
策
は
あ
る
。

　実
践
女
子
大
学
は
、
理
事
会
と
評
議

員
会
が
対
立
で
は
な
く
協
働
の
関
係
を

築
く
た
め
に
は
、
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ

ン
が
重
要
だ
と
指
摘
す
る
。
同
大
学
は

理
事
会
と
評
議
員
会
を
同
回
数
（
年
7

回
）
開
催
。
評
議
員
会
へ
の
報
告
事
項

は
理
事
会
と
同
等
に
し
、
法
令
で
定
め

ら
れ
て
い
る
以
上
に
評
議
員
会
に
諮
問

し
て
い
る
と
い
う
。

  

　役
員
向
け
の
サ
ポ
ー
ト
と
定
例
会

議
以
外
で
の
議
論
が
ポ
イ
ン
ト
。 

　学
生
募
集
環
境
が
悪
化
す
る
中
、「
あ

の
時
、
あ
あ
し
て
い
れ
ば
」
と
い
う
経

営
の
不
作
為
を
起
こ
さ
な
い
た
め
に

も
、
理
事
会
、
評
議
員
会
で
は
さ
ま
ざ

ま
な
視
点
か
ら
活
発
な
議
論
を
交
わ

し
、
意
思
決
定
に
臨
み
た
い
も
の
。
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図
表
３
】
に
、
さ
ま
ざ
ま
な
取

り
組
み
例
を
紹
介
し
て
い
る
。
ポ
イ
ン

ト
は
、
役
員
へ
の
サ
ポ
ー
ト
や
事
前
の

情
報
提
供
、
定
例
の
会
議
以
外
で
の
意

見
交
換
に
な
る
よ
う
だ
。
役
員
へ
の
サ
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新任役員へのサポートや情報提供が乏しい現状
　2002年に発足した大学行政管理学会の大学経営

見える化研究会＊1は、「実践される大学経営マネジメン

トのしくみを提供し、大学経営の質向上を図る」ことをめ

ざしています。2013年からは大学のガバナンスについ

ても取り組んでいます。

　今般の私学法改正では多様な人材による役員構成

が求められているため、今後、学外者の新任理事や評

議員の増加が予想されます。しかし、多くの学校法人で

は、従来、新任役員が大学経営に関する知識を学ぶ機

会の提供やサポートが弱い傾向にありました。当研究会

が実施したアンケート＊2では、例えば「理事就任にあたっ

ての行動規範や法令遵守」について、「説明している」

と回答した法人は36.3％にとどまり、「文書を渡してい

る」が25.5％、「何もしていない」が38.2％という結果で

した。新任役員に活躍していただくためには、下表にまと

めたように、丁寧な事前説明や学外者でもわかりやすい

資料の配付に努めることが必要ではないでしょうか。

　改正私学法では、理事の基本的な資格として、私学

経営のために必要な能力を担保することにも触れてい

ます。私学の経営環境が厳しい中、経営能力を高める

ためには、役員の知見や能力向上が一層求められま

す。そこで、学外者の新任役員が身に付けておくべき知

識を体系的に整理し、着任時の研修などに使うことを想

定した『新任理事・評議員ハンドブック』＊3を作成しまし

た。忙しく、大学業界に不慣れであろう学外役員向け

に、最低限押さえておきたい基本ルール、ガバナンスや

マネジメントのしくみ、業界の特徴や数字の見方など、項

目を絞り込み、平易な言葉での解説を心掛けています。

ガバナンス改革とマネジメント改革は表裏一体
　ガバナンス不全と言われるような不祥事の多くは、コ

ミュニケーション不足に起因するものではないでしょう

か。公表された報告書を見ると、もう一歩踏み出してコ

ミュニケーションを取っていれば、こうはならなかったので

はないかと感じるものもあります。改正私学法への対応

により、制度上はガバナンスが整えやすくなりました。しか

し、属人的な組織風土や組織のタコツボ化を防ぐために

は、ベクトルをすり合わせるための日頃のインナーコミュ

ニケーションが重要です。学外役員の発言に関して、

「指摘は正しいが、大学の考えとは合わない」とするので

はなく、双方が歩み寄る術を探し、建学の精神やビジョン

に基づいて、皆が同じ方向を向くための努力をすること

が欠かせません。構成員のベクトルを合わせられるよう、

十分に情報を共有し、丁寧なインナーコミュニケーション

を取れば、一部の独断を防げるのではないでしょうか。

　大学では、役員以外をメンバーとする委員会で細部

の検討や設計をするケースも多いことから、その情報が

上にレポートされにくいこともあります。意思決定者が

適切に判断できるよう、情報共有の経路を定期的に確

認する必要もあるでしょう。これはガバナンスというより、

マネジメントの問題ですが、ガバナンス改革とマネジメン

ト改革は表裏一体だと言えます。

　ハンドブック作成時にオリックス株式会社の宮内義

彦シニア・チェアマンに話を伺う機会がありました。宮内

氏からの、「ガバナンス改革が、教職員のためのものに

なっていないか」という指摘がとても印象に残っていま

す。大学は学生の教育・研究のためにあるはずなの

に、ガバナンスの議論の中で「学生」という言葉はあまり

出てきません。学生を置き去りのまま議論が進んでいな

いか、今一度、振り返ってみることをお勧めします。

大学経営見える化研究会 座長

理事・評議員にご活躍いただくための学校法人側の留意点＜例＞

＊『私立大学新任理事・評議員ハンドブック2024年度版』の掲載内容を基にBetween編集部にてまとめ

最
適
な
意
思
決
定
に
欠
か
せ
な
い

新
任
役
員
へ
の
情
報
提
供
と
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

□新任役員に選出理由や学校法人側の具体的な期待を伝えていない

□会議資料は会議当日にしか配付していない

□重要な議案であるにもかかわらず、事前説明をしていない

□会議で何について承認してもらうかが曖昧な資料

□サマリーがなく、膨大で分厚い資料

□数字の羅列だけで、データから何が読み取れるかが不明な資料

□経営判断するうえで、重要な点であるにもかかわらず、資料がなく口頭説明のみ

事前説明
▶事前説明および資料配付

▶質問・意見の事前把握

▶議案の要点を示した簡潔明瞭な資料（何を確認、判断するか）

▶情報量が多い場合は、サマリーと本編資料を作成

▶明確な根拠（エビデンス）を示し、判断の妥当性・合理性を確保

▶潜在的なリスクについても積極的に資料提供
資料

課題のある例 改善策

【図表3】理事会・評議員会の活性化に向けた取り組み例  

ポ
ー
ト
は
、
サ
ポ
ー
ト
部
署
を
設
け
る

（
東
京
農
業
大
学
、
京
都
橘
大
学
、
広

島
工
業
大
学
）
ほ
か
、
追
手
門
学
院
大

学
で
は
、
理
事
会
に
て
、
私
学
を
取
り

巻
く
環
境
の
厳
し
さ
を
デ
ー
タ
で
示
す

と
と
も
に
、
地
域
の
状
況
に
照
ら
し
合

わ
せ
た
学
生
募
集
と
法
人
の
財
政
の
シ

ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
を
提
示
し
て
い
る
。

ほ
か
に
も
、
新
任
役
員
へ
の
オ
リ
エ
ン

テ
ー
シ
ョ
ン
や
役
員
向
け
に
経
営
・
教

学
に
つ
い
て
ま
と
め
た
冊
子
を
発
行
し

た
り
、
理
事
長
が
自
ら
事
前
に
他
の
役

員
に
説
明
、
質
問
に
答
え
る
法
人
も
あ

る
。
今
後
、
増
え
る
で
あ
ろ
う
学
外
役

員
が
有
効
な
意
見
を
出
す
た
め
に
は
、

法
人
や
大
学
の
基
本
事
項
に
つ
い
て
、

事
前
の
レ
ク
チ
ャ
ー
が
必
要
だ
ろ
う

（
P.
23
）。

　今
回
取
材
し
た
多
く
の
大
学
で
は
、

定
例
会
議
と
は
別
に
、
役
員
同
士
の
自

由
な
議
論
を
す
る
場
を
別
に
設
け
て
い

た
。
広
島
工
業
大
学
は
、
月
1
度
、
特

定
の
議
題
を
設
け
な
い
イ
ン
フ
ォ
ー
マ

ル
・
ミ
ー
テ
ィ
ン
グ
を
実
施
。
時
事
の

話
題
や
懸
案
事
項
な
ど
に
つ
い
て
意
見

交
換
し
、
率
直
に
議
論
し
て
い
る
。
北

海
道
医
療
大
学
も
理
事
会
意
見
交
換
会

を
設
け
、「
M
&
A
」「
学
部
再
編
」
な

ど
の
テ
ー
マ
を
設
け
て
議
論
、
さ
ま
ざ

ま
な
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
を
し
た
結

果
、
2
0
2
8
年
度
に
北
広
島
市
へ
の

キ
ャ
ン
パ
ス
移
転
と
い
う
大
き
な
決
定

に
至
っ
た
と
い
う
。

＊取材を基にBetween編集部でまとめ。私学事業団の調査事例は「ガバナンス体制の円滑な構築に向けて～各学校法人の取組み事例集～」（日本私立学校振興・共済事業団）より一部抜粋

理事会意見交換会

事前協議や懇談会実施

IR部署の強化

事務組織の再構築

役員会のサポート部署設置

常任理事会、理事会の
議論状況の可視化

インフォーマル・ミーティング、
総長個人相談日の実施

理事会サポート組織の設置

評議員への設置校の
イベントの案内

北海道医療大学

実践女子大学

東京農業大学

京都橘大学

追手門学院大学

広島工業大学

私学事業団の
調査事例

▶通常の理事会とは別に年に4回開催。事務局の各部長も交えて理事と自由に
意見を交換する。毎回「学部再編」「公立大学化」「M&A」「国際化」などのテー
マを設け、厳しい私学を取り巻く状況に対処するために考え得る、さまざまな方法
論を机上訓練的にシミュレーション。そのテーマの一つに「移転」があり、それが
キャンパス移転という意思決定につながっている。

▶重要事項については、早いタイミングで議論し意見をもらうことで、より深い検討に
つなげ、そうした議論を繰り返すことで会議の活性化やよりよい成果に結び付けている。

▶理事会はエビデンスに基づいた意思決定を行う。評議員会等ではエビデンス
ベースで説明を行い、理解を得やすくする。

▶業務執行役員の担当業務のサポートを強化。

▶ガバナンス事務室を設置し、役員会の事務局機能、サポートを行うほか、ステー
クホルダー広報も担う。▶今後経営課題について議論に時間をかけるべく、議事
録を残さない理事懇談会を設けることを予定。

▶議事録の他に常任理事会、理事会の議論の過程をシートにまとめ、評議員全
体への共有を図り、評議員会での議論の活性化につなげている。

▶通常の理事会とは別に、特定の議題を設けないミーティングを月１度実施、率
直に意見交換、情報収集を行う。▶教職員が直接総長に意見できる総長個人
相談日を毎月設ける。実際に教職員の声が改革のヒントになったこともある。

▶総合戦略部が中期計画の管理、状況報告のほか、理事長・総長の特命事項を担う。

▶設置校のさまざまなイベントや行事を案内し、学園への理解を深めてもらう機会
を増やしている。

▶中期計画で「変化に対応できる組織力の強化」によるガバナンス体制の強化
を掲げ、年度初回の会議開催前に、法人が抱える問題、入学志願状況、財務状
況、理事会や評議員会の議題などを共有。

▶理事会に諮る重要案件は理事長が事前に学外理事・監事に説明し、様々な
質問に丁寧に対応することで、学外理事や監事が発言しやすくなり、審議の円滑
な進行につながっている。

▶理事会では全ての内容を審議する時間的余裕がないため、懇談会で掘り下げ
て審議し、方向性を決める。中期計画等法人レベルの検討事項は夏期に2日間
集中的に審議する。

▶評議員会で評議員自らが法人運営に関する意見等を提示する機会を設け、建
設的な議論を実施している。

▶建学の精神をはじめ、諸規程、法人内組織、各学部概要、入学者動向や収支
状況（直近5年分）のほか、学校法人特有の用語集も掲載。

＊1 2019年度より大学経営評価指標研究会から名称変更　＊2 「大学ガバナンスの制度・仕組み・運用に関する実態調査(2016）」大学経営評価指標研究会　n=267
＊3 『私立大学新任理事・評議員ハンドブック2024年度版』（一般社団法人大学行政管理学会大学経営見える化研究会編著）問い合わせ：一般社団法人日本能率協会学校経営支援センター
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新任役員へのオリエンテーション

理事長による事前説明

理事会の下部組織に常任理事
による「懇談会」を設置

評議員によるプレゼンテーション

役員向けに経営・教学に関する
冊子発行


